
5/15/2023
○　本校の概要

○　自己評価及び学校関係者評価の結果の概要と改善策

４：「おおむねできた」と全教員が回答した。

３：８０％以上が回答した。

２：６０％以上が回答した。

１：６０％未満であった。

４：全教員が行った。

３：８０％以上の教員が行った。

２：６０％以上の教員が行った。

１：６０％未満であった。

４：８０％以上の正規教員がChromebookに月に10
日以上ログインし活用した。

３：７０％以上の正規教員がChromebookに月に10
日以上ログインし活用した。

２：６０％以上の正規教員がChromebookに月に10
日以上ログインし活用した。

１：６０％未満であった。

４：対象となる全学級（全教員）で行った。

３：８０％以上で行った。

２：６０％以上で行った。

１：６０％未満であった。

４：全教員で行った。

３：８０％以上の教員で行った。

２：６０％以上の教員で行った。

１：６０％未満であった。

４：「おおむねできた」と全教員が回答した。

３：８０％以上が回答した。

２：６０％以上が回答した。

１：６０％未満であった。

４：対象となる全学級（全教員）で行った。

３：８０％以上で行った。

２：６０％以上で行った。

１：６０％未満であった。

４:学期に２～３回知らせた。

３：学期毎に知らせた。

２：年度間に１回は知らせた。

１：お知らせできなかった。

４：対象児童・生徒への出席を全教員が働きかけた。

３：８０％以上の教員が働きかけた。

２：６０％以上の教員が働きかけた。

１：６０％以下の教員が働きかけた。

４：「おおむねできた」と全教員が回答した。

３：８０％以上が回答した。

２：６０％以上が回答した。

１：６０％未満であった。

４：「おおむねできた」と全教員が回答した。

３：８０％以上が回答した。

２：６０％以上が回答した。

１：６０％未満であった。

４：全教員が行った。

３：８０％以上の教員が行った。

２：６０％以上の教員が行った。

１：６０％未満であった。

４：学期に２～３回（年間６回）以上行った。

３：学期に１回（年間３回）以上行った。

２：年度間に1回以上行った。

１：実施しなかった。

４：「組織的対応ができた」と全教員が回答した。

３：８０％以上の教員が回答した。

２：６０％以上の教員が回答した。

１：６０％未満であった。

４：「組織的対応ができた」と全教員が回答した。

３：８０％以上の教員が回答した。

２：６０％以上の教員が回答した。

１：６０％未満であった。

４：必要な事案に対して必ず会議を実施し、組織
的に対応した。

３：必要な事案に対しておおかた会議を実施した。

２：必要な事案に対してあまり会議を実施しなかった。

１：必要な事案に対してほとんど会議を実施せ
ず、組織的な対応をしなかった。

４：「組織的に取り組めた」と全教員が回答した。

３：８０％以上の教員が回答した。

２：６０％以上の教員が回答した。

１：６０％未満であった。

４：全教員で行った。

３：８０％以上の教員で行った。

２：６０％以上の教員で行った。

１：６０％未満であった。

４：全教員で行った。

３：８０％以上の教員で行った。

２：６０％以上の教員で行った。

１：６０％未満であった。

４：全教員で行った。

３：８０％以上の教員で行った。

２：６０％以上の教員で行った。

１：６０％未満であった。

４：年度間に３回以上行った。

３：年度間に２回以上行った。

２：年度間に1回以上行った。

１：実施しなかった。

４：「おおむねできた」と全教員が回答した。

３：８０％以上の教員が回答した。

２：６０％以上の教員が回答した。

１：６０％未満であった。

４：学期に２～３回（年間６回）以上行った。

３：学期に１回（年間３回）以上行った。

２：年度間に1回以上行った。

１：実施しなかった。

４：「おおむねできた」と全教員が回答した。

３：８０％以上の教員が回答した。

２：６０％以上の教員が回答した。

１：６０％未満であった。

４：月1回以上行った。

３：学期に2～3回行った。

２：学期1回以上行った。

１：実施しなかった。

４：月1回以上行った。

３：学期に2～3回行った。

２：学期1回以上行った。

１：実施しなかった。

4：月1回以上更新した。

3：学期に2～3回更新した。

2：学期1回以上更新した。

1：更新しなかった。

４：毎回情報を提供した。

３：おおむね情報を提供した。

２：あまり情報を提供しなかった。

１：情報を提供しなかった。

４：学期に2～3回行った。

３:学期１回以上行った

２：年１回以上行った。

１：実施しなかった。

４：全教員で行った。

３：８０％以上の教員で行った。

２：６０％以上の教員で行った。

１：６０％未満であった。

４：「おおむねできた」と全教員が回答した。

３：８０％以上の教員が回答した。

２：６０％以上の教員が回答した。

１：６０％未満であった。

○記入にあたっては、各学校で取り組んでいる自己評価項目に照らし、該当する項目を取りまとめて行う。
○学校関係者評価の「評価」は、Ａ：自己評価は適切である　Ｂ：自己評価はおおむね適切である　Ｃ：自己評価は適切ではない　Ｄ：評価は不可能である　の４点について、 評価した人数を記載する。

○「成果評価」は、各校が４段階で定めた成果指標によって行う。

「ライフ＆ワーク バランス」を意識し、仕
事内容を見直すとともに、効率よく仕事がで
きるようにする。

タイムシステムによる超過
時間が１月平均30 時間以内
である。
４：75％以上
３：60％以上75％未満
２：50％以上60％未満

「家庭学習のすすめ」を発行し、児童に合っ
た課題の提供や保護者への啓発を通して、家
庭学習の定着を図る。

１：

地域教育連絡協議会において、児童・生徒の
変容等の具体的な資料を作成して、評価に必
要な学校の情報を適切に提供し、適正な評価
を受けるよう努める。

３：
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進

め

る

教

育

学校・家
庭・地域が
担う役割な
どを明確に
し、地域に
開かれた教
育の実現を
目指しま
す。また、
相互の連携
を深め、子
どもを育て
る仕組みを
作ります。

教育目標・学校経営方針・学校評価等の基本
情報、児童・生徒の活動情報等をホームペー
ジ等で公開及び更新することにより、積極的
に情報を発信する。

保護者アンケートで
「家庭学習の習慣が身
に付いています」の質
問に対し、「あてはま
る」または「だいたい
あてはまる」と回答し
た保護者の割合が

４：85％以上

３：75％以上85％未満

２：60％以上75％未満

１：60％未満

　

４：

学校支援地域本部と連携するなどし
て、地域力を生かした特色ある教育活
動を実践する。

２：

校内委員会等を確実に実施し、学校に
おける特別支援教育を推進する。

１：

校内、各教室・廊下等の掲示物の充実
を図り、良質な教育環境をつくる。

授業改善セミナー等の研修成果を生か
し、主任教諭が助言・支援を行う校内
研修等を実施しOJTを充実させる。

３：

プ
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ン
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魅
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あ

る

教

育

環

境

づ

く

り

児童・生徒
が安全・安
心に学校生
活を送るた
めに、教員
の指導力向
上と良質な
教育環境を
つくりま
す。

授業公開日の授業評価を、その後の授
業改善に生かす。

保護者アンケート「子
どもは授業に意欲的に
取り組んでいます」と
いう質問に対し、「あ
てはまる」または「だ
いたいあてはまる」と
回答した保護者の割合
が

４：90％以上

３：80％以上90％未満

２：60％以上80％未満

１：60％未満

４：

各種研究発表会等の研究・研修の成果
を、自身の授業改善に生かす。 ２：

外部講師を積極的に活用し、スポーツ
や運動、健康教育に興味をもち、運動
意欲を高める取組を推進する。

１：

給食指導及び教科等における指導を通
して、食生活の充実・改善をねらいと
した「食育」を推進する。

３：

プ

ラ

ン
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スポーツに
親しむ心の
育成や、運
動習慣の定
着による体
力の向上な
ど、生涯に
わたって健
康増進を図
る意識の向
上をめざし
ます。

「早寝・早起き・朝ごはん」月間の取
組等を通して、児童・生徒や保護者に
対し、望ましい生活習慣についての意
識啓発を行う。

児童アンケート「体育
や外遊びが好きです」
の質問に対し、「あて
はまる」または「だい
たいあてはまる」と回
答した児童の割合が

４：90％以上

３：80％以上90％未満

２：70％以上80％未満

１：70％未満

４：

体育的行事、部活動、休み時間など
様々な機会を通して運動習慣の確立を
推進する。

２：

２：

問題行動・不登校問題等にかかわる児
童・生徒に関するケース会議等を実施
する。

１：

不登校児童一人一人の対応策を立て、
保護者や関係機関と連携し、改善に向
けて組織的に取り組む。

道徳教育推進教師を講師とした研修
や、国、都及び区の資料を活用した授
業等を行う等道徳指導充実のための取
組を行う。

３：プ

ラ

ン

３

　

豊

か

な

心

の

育

成

子ども一人
ひとりの正
義感や自己
肯定感、自
己有用感な
どを高める
とともに、
自他の生命
を尊重する
心を育成す
るなど、未
来への希望
に満ちた豊
かな心をは
ぐくみま
す。

小中一貫による教育の視点に立った生
活指導の充実により、社会のルールや
学校のきまりなどを守ろうとする意識
を高める。

児童アンケート「わた
しはクラスで安心して
過ごしています」の質
問に対し「あてはま
る」または「だいたい
あてはまる」と回答し
た児童の割合が

４：90％以上

３：80％以上90％未満

２：60％以上70％未満

１：60％未満

４：

学校生活調査（メンタルヘルスチェッ
ク）の結果よりストレス症状のみられ
る児童・生徒に対して組織的に対応す
る。

学校いじめ防止基本方針に沿って、い
じめの未然防止、早期発見等のための
取組を実施する。

授業改善推進プランを、授業に生か
す。

１：

読書活動をキャリア教育に位置付け、
各教科等の指導と関連させ推進してい
く。

４：

３：

２：

プ

ラ

ン

２

　

学

力

の

向

上

児童・生徒
一人ひとり
の学ぶ意欲
を高め、確
かな学力を
定着させま
す。

学習カルテを基に児童・生徒と面談
し、一人ひとりの学習のつまずきや学
習方法について、指導する。

児童アンケート「授業
の内容がよくわかりま
す」の質問に対し「あ
てはまる」または「だ
いたいあてはまる」と
回答した児童の割合が

４：90％以上
３：80％以上90％未満
２：70％以上80％未満
１：70％未満

教員アンケート「読書
活動を、各教科等の指
導と関連させて実施で
きた」の質問に対し
「おおむねできた」と
回答した教員の割合が

４：100％
３：80％
２：60％
１：60％以下

算数・数学到達度をステップ学習
チェックシートで児童・生徒、保護者
に知らせる。

学習補助員等による算数・数学・英語
の補習を実施する。

２：

体力テストの結果を踏まえ体力向上全
体計画を作成し、計画に基づいた体育
指導や「一校一取組」運動や「一学級
一実践」運動を実践する。

１：

キャリア教育の充実を図り、学期末や
学校行事後などに、「これまで」と
「今」と「これから」をつなぐ「キャ
リア・パスポート」振り返りの活動を
する。

論理的、科学的な思考力の育成を目指
し、「おおたのものづくり」を生かし
た体験活動や理数授業等を実施する。

３：

学力の定着と学ぶ意欲の伸長を目指
し、ＩＣＴ機器を活用した授業を実施
する。

他者の人権を尊重する人権教育の推進
を目指し、人権教育資料等を活用した
授業を実施する。
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未

来

社
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を
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生

き

る

子

供

の

育

成

コミュニ
ケーション
能力、情報
活用能力、
ともに生き
る力等、こ
れからの社
会の変化に
しなやかに
対応する子
どもの力と
自信を身に
付けます。

外国語教育指導員を効果的に活用し、
外国の方々とのコミュニケーション能
力の育成等を図っている。

児童アンケート「わた
しは目標をもって学校
生活に取り組んでいま
す」の質問に対し「あ
てはまる」または「だ
いたいあてはまる」と
回答した児童が

４：90％以上

３：80％以上90％未満

２：65％以上80％未満

１：65％未満

４：

令和５年度　大田区立北糀谷小学校　自己評価　報告書

○開校１４７周年を迎えた歴史のある学校である。学校規模は児童数２９２人（5月15日現在）、通常級は12学級で難聴・言語障害学級を併設している。ここ数年、学区域外からの入学者が増加している。
○平成３０・３１年度に東京都プログラミング教育推進校、令和元・２年度は大田区家庭学習研究推進校、令和２・３年度は大田区キャリア教育研究推進校として研究発表をしてきた。令和５．６年度、再び大田区教育研究推進校としてキャリア教育の研究を進める。また、文科省の実践検証
協力校としての役割を担っている。「主体的に取り組む児童の育成」を目指したキャリア教育や学校行事の実践は、東京都の代表として全国大会でも紹介されている。
○学校の課題は「主体的に学びに取り組む力の育成」、「発達障がいや不登校など配慮を要する児童への対応」である。研究テーマを「主体的に取り組む児童の育成～キャリア教育の実践と評価～」として、「これまでと今を、これからにつなげる」魅力ある教育活動を創出していく。今年度
も、高学年は教科担任制を実施し質の高い授業を目指す。通知表の評価を年間2回とし、次につながる評価のあり方についても追究する。配慮を要する児童への対応は、校内委員会を中心として関係機関と連携して組織的な対応に努めている。
○地域や保護者は学校に大変協力的であり、地域の人材や環境を活用した様々な教育活動を展開している。<合言葉は「行きたい学校・帰りたい家庭・住みたい地域」>

大項目 目標 取組内容 取組指標
取組
評価

目標に対する成果指標


